
GRAND CYCLE TOKYO 実行委員会（第 1 回） 

日時：令和５年２月 17日（金）16 時 10 分から 

場所：Teams 及び都庁第一本庁舎 33 階 N1 会議室 

議事次第 

１ 開会 

 

２ 審議事項 

第１号議案 委員長の選任について 

  第２号議案 GRAND CYCLE TOKYO 実行委員会事務取扱規程(案)について 

  第３号議案 GRAND CYCLE TOKYO 実行委員会財務規程(案)について 

第４号議案 GRAND CYCLE TOKYO 実行委員会事業審査委員会設置要綱 

（案）について 

第５号議案 GRAND CYCLE TOKYO 実行委員会業者等選定委員会設置要綱

（案）について 

 第６号議案 令和４年度 GRAND CYCLE TOKYO 事業に係る協定(案)について 

 

３ 報告事項 

（１）レインボーライド・マルチスポーツの開催結果概要について 

（２）自転車安全利用の普及啓発活動について 

（３）GRAND CYCLE TOKYO のロゴ・冠称の活用について 

 

４ 閉会 

 

 

 

 

 



 

（配付資料一覧） 

資料１ GRAND CYCLE TOKYO 実行委員会事務取扱規程(案) 

資料２ GRAND CYCLE TOKYO 実行委員会財務規程(案) 

資料３ GRAND CYCLE TOKYO 実行委員会事業審査委員会設置要綱（案） 

資料４  GRAND CYCLE TOKYO 実行委員会業者等選定委員会設置要綱（案） 

資料５ 令和４年度 GRAND CYCLE TOKYO 事業に係る協定(案) 

資料６ レインボーライド・マルチスポーツの開催結果概要及び自転車安

全利用の普及啓発活動について 

資料７  GRAND CYCLE TOKYO のロゴ・冠称の活用について 



GRAND CYCLE TOKYO 実行委員会 委員
所 属 氏 名

 公益財団法人 東京都体育協会理事長  中嶋 正宏

 公益社団法人 東京都障害者スポーツ協会会長  延 與 桂
一般財団法人 東京マラソン財団事業担当局長／東京マラソン
レースディレクター

 早 野 忠 昭

一般社団法人 ジャパンサイクルリーグ チェアマン  片 山 右 京

 東京都副知事  潮 田 勉

 東京都生活文化スポーツ局 理事（スポーツ総合推進担当）  川 瀬 航 司

GRAND CYCLE TOKYO 実行委員会 事務局長

 東京都生活文化スポーツ局 事業推進担当部長   船 川 勝 義



（案） 

 

GRAND CYCLE TOKYO 実行委員会会則 

制定   ２０２３年２月１７日 
（名 称） 
第１条 本会は、GRAND CYCLE TOKYO 実行委員会（以下「実行委員会」という。）と

称する。 
 
（設置目的） 
第２条 東京都では、環境にやさしく、健康にもよい自転車を更に身近なものとするととも

に、東京の魅力を国内外に発信することを目的とし、様々なイベント等を GRAND 
CYCLE TOKYO として実施している。 
上記取組を一層推し進め、東京におけるサイクルスポーツ文化を醸成し、「スポーツフ

ィールド・東京」の実現へと繋げていくため、GRAND CYCLE TOKYO 実行委員会を設

置する。 
 
（業務内容） 
第３条 実行委員会は、次に掲げる事項について所掌する。 
（１）実行委員会事業の企画に関すること。 
（２）実行委員会事業の実施に関すること。 
（３）その他、実行委員会の運営に必要なこと。 
 
（構 成） 
第４条  実行委員会の委員は、別表１のとおり実行委員会の趣旨に賛同した団体及び関係

者をもって構成する。 
     
（組 織） 
第５条 実行委員会の委員は別表１に掲げる各団体の役職にある者をもって充てる。ただ

し、委員長の承認がある場合には、当該団体の別の役職者を充てることもできる。 
 
（役 員） 
第６条 実行委員会に、次の役員を置く。 
（１） 委員長 １名 
（２） 監事 １名 
２ 委員長は、委員の中から互選により決定する。 
３ 監事は、別表２に掲げる職にある者をもって充てる。 



 

 
（役員の職務） 
第７条 委員長は、実行委員会を代表し、業務を統括する。 
２ 委員長に事故等があるときは、委員長代行を互選し、職務を代行する。 
３ 監事は、実行委員会の経理及び業務執行の状況を監査し、必要に応じ、実行委員会

に出席して意見を述べることができる。 
 
（任 期） 
第８条 委員及び監事の任期は、第１５条の規定により実行委員会が解散するまでとす

る。ただし、就任時におけるそれぞれの所属機関又は団体の役職を離れたときは、そ

の後任者が前任者の残任期間を務めるものとする。 
２ 委員長は、委員等に特別な事情が生じたときは、その職を解き、必要に応じて補充

することができる。 

 

（会 議） 

第９条  委員長は、必要に応じて委員を招集し、会議を主宰する。ただし、委員の要請 

があった場合には、その都度開催する。 

２ 委員は会議に出席し、事業実施に必要な計画の審議等を行う。 

３ 実行委員会は、委員の過半数の出席が無ければ会議を開会することができない。た

だし、会議に出席することができない委員は、あらかじめ通知された議事について、

代理人に権限を委任し、又は書面により議決権を行使することができる。 

４ 実行委員会に関する重要事項は、会議で協議し、出席委員の過半数の同意の上決定

する。 

５ 第３項及び前項の規定にかかわらず、委員長が必要と認めるときは、書面又は電磁

的記録により可否を求め、その結果をもって議決に代えることができる。 

６ 委員長が必要と認めるときは、委員以外の議事に関係又は専門的知識を有する者等

を実行委員会に出席させ、その意見を徴することができる。 

７ 会議はオンラインによる実施を妨げないものとする。 

 

（研修） 

第１０条 実行委員会は、外部講師を招いた研修や講演等を実施することができる。 

 

（守秘義務） 

第１１条 委員は、任期中及び任期後において、委員として知り得た秘密情報（実行委

員会の資料の内容のほか、実行委員会における議事内容等を含む。）について、その

秘密を保持しなければならず、第三者に対して開示又は漏洩してはならないものとす



 

る。 

 

（議事及び資料の公開） 

第１２ 条 実行委員会の議事の内容及び資料の取扱いは、関係法令に則り、適切に対 

応する。 

 

（事務局） 

第１３条 実行委員会の事務を処理するため、事務局を置く。 

２ 事務局には、事務局長１名及び事務局次長２名を置き、別表３に掲げる職にある者

をもって充てる。 

３ 事務局長は、事務局業務を管理する。 

４ 事務局次長は、事務局長の職務を補佐する。 

また、事務局長に事故があるとき、又は事務局長が欠けたときは、事務局次長が事 

務局長の職務を代理する。 

５ 事務局は、東京都生活文化スポーツ局スポーツ総合推進部国際大会課に置く。 

６ 事務局及び職員に関し必要な事項は、委員長が別に定める。 

 

（謝金の支払い） 

第１４条 事務局は、実行委員会の委員、監事及び第９条第６項に定める者であって実

行委員会に出席した者に対し、謝金を支払うことができる。この場合、謝金額につい

ては、生活文化スポーツ局各種委員会等委員謝礼基準に準じて支払う。 

２ 事務局は、事務局からの依頼に応じて打合せ等に参加した委員及び監事に対し、参

加に要した交通実費を支払うことができる。なお、打合せが２時間を超えた場合には、

前項に定める委員謝礼基準に準じ、交通実費に代えて謝金を支払うことができる。 

３ 事務局は、第１０条に定める研修の講師を務める者に対し、謝金を支払うことがで

きる。この場合、謝金額については、東京都総務局の定める外部講師謝金支払基準に

準じて支払う。 

 

（解散） 

第１５条 実行委員会は、第２条の目的を達したときは、解散する。 

 

（経費） 

第１６条 実行委員会の事業遂行に関する経費は、負担金その他の収入をもって充てる。 

２ 運営経費の取扱いに関しては、別途定めるものとする。 

 

（事務規定等） 



 

第１７条 実行委員会に関わる事務取扱規程は別途定めるものとする。 

 

（会計年度） 

第１８条 会計年度は、４月１日から翌年３月３１日までとする。 

 

（出納の閉鎖） 

第１９条 実行委員会の出納は、翌年度の５月３１日をもって閉鎖する。 

 

（補則） 

第２０条 本会則に定めのない事項は、委員長が定める。 

 

附 則 

この会則は、令和５年２月１７日から施行する。 

 

 



[別表１]
組織名

公益財団法人　東京都体育協会
公益社団法人　東京都障害者スポーツ協会

一般財団法人　東京マラソン財団

JCL（ジャパンサイクルリーグ）

[別表２]
組織名

東京都

[別表３-1]
組織名

東京都
[別表３-2]

組織名
東京都

生活文化スポーツ局総務部企画計理課長

GRAND CYCLE TOKYO実行委員会　監事

GRAND CYCLE TOKYO実行委員会　事務局長

チェアマン

所属・役職等

生活文化スポーツ局理事

副知事

会長
事業担当局長 / レースディレクター

　生活文化スポーツ局スポーツ総合推進部事業推進担当課長（2名）

所属等

所属等

　生活文化スポーツ局事業推進担当部長
　　　　　　　　　　　　 　　　　　  事務局次長

(案)

理事長

GRAND CYCLE TOKYO実行委員会　委員

所属等

東京都



 

GRAND CYCLE TOKYO 実行委員会事務取扱規程 

 

令和５年２月１７日 

 

（目的） 

第１条 この規程は、GRAND CYCLE TOKYO 実行委員会会則第１３条第５項の規定

に基づき、GRAND CYCLE TOKYO 実行委員会（以下「実行委員会」という。）に

おける事務処理に必要な事項を定める。 

 

（事務の取扱い） 

第２条 実行委員会の事務は実行委員会事務局（以下「事務局」という。）が取 

り扱い、この規程に基づき処理する。  

 

（事務） 

第３条 事務局が所掌する事務は、次のとおりとする。 

（１）実行委員会等の会議の開催に関すること 

（２）実行委員会その他関係機関との連絡に関すること 

（３）会議資料等の作成及び保存に関すること 

（４）予算、決算及び財産の管理に関すること 

（５）財務処理、会計処理に関すること 

（６）実行委員会の事業執行のために必要な調査に関すること 

（７）実行委員会の事業計画案の策定に関すること 

（８）実行委員会の事業企画に関すること 

（９）窓口及びコールセンターの設置・運営に関すること 

（１０）広報に関すること 

（１１）その他、実行委員会の運営に必要となる事務の一切 

 

（職 務） 

第４条 事務局長は、委員長の承諾の上、事務局が所掌する事務（以下「事務局

業務」という。）を第三者に委託することができる。 

２ 前項の場合、事務局長は、事務局業務の委託先における事務の遂行状況を管

理する。 

３ 事務局次長は、事務局長とともに事務の遂行状況を管理するとともに、事務

局長を補佐し、事務局長が不在のときはその職務を代行する。 

４ 事務局職員は、事務局長が指名する者をもって充てるものとし、上司の命を

受け、事務に従事する。 

（案） 
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　 　 資料１
（ 第２ 号議案）



 

 

（決定事案） 

第５条 事務局長及び事務局次長の決定すべき事案は、別表１のとおりとする。 

 

（事案の決定方式） 

第６条 事案の決裁は、事案を記載した文書（以下「起案文書」という。）に当 

該事案の決裁権者が署名又は押印する方式により行うものとする。 

２ 軽易な事案の起案は、文書の余白に決裁欄等を設ける方法又は事務局長が

当該事案の処理のためにあらかじめ定めた帳票を使用する方法によることが

できる。 

 

（記号及び番号） 

第７条 文書には記号及び番号を付さなければならない。 

２ 前項の記号は、収受又は作成した日の属する会計年度の数字及び「G 実委」

とする。 

３ 第１項の番号は毎年４月１日に第１号から一連番号をつけ始め、翌年３月

３１日に終了するものとする。 

４ 前項に規定する番号は、文書番号簿（別記第２号様式）に記載しなければな

らない。 

 

（文書取扱主任） 

第８条 事務局に文書取扱主任を置く。 

２ 文書取扱主任は、事務局長が任命する。 

３ 文書取扱主任は、次に掲げる事務を処理する。 

（１）文書の収受及び発送に関すること。 

（２）起案文書の審査に関すること。 

（３）文書の整理、保存、利用及び廃棄に関すること。 

（４）文書の処理の促進及び改善に関すること。 

（５）その他文書の取扱いに関すること。 

 

（文書の収受） 

第９条 文書の収受に当たっては、収受印を押し、文書収受簿（別記第３号様式）

に記載しなければならない。 

 

（文書の取扱い） 

第 10 条 処理済の文書は、必要に応じて利用することができるように、所定の

2



 

場所に整理し、保存する。 

２ 文書の保存期間は原則５年とする。ただし、軽易なものは１年とすることが

できる。 

３ 文書は、事務局職員以外の者に閲覧、又は複写させてはならない。ただし、

事務局長の許可を受けたときは、この限りではない。 

４ 文書は、事務所外に持ち出してはならない。ただし、やむを得ない理由によ

り、あらかじめ事務局長の許可を受けたときは、この限りではない。 

 

（文書の浄書及び発送） 

第 11 条 浄書した文書は、起案文書と照合の上、必要に応じ、第 12条に定める

印章を押印し、発送を要するものは、その手続きをしなければならない。 

 

（公印） 

第 12条 実行委員会で使用する公印の名称及び寸法は、別表２のとおりとする。 

２ 前項に定める公印の調製、改刻及び廃止は、事務局長がこれを行う。 

 

（公印管理者） 

第 13 条 前条第１項に定める公印の管理者は、事務局次長とする。 

 

（公印の管理） 

第 14 条 第 12 条第１項に定める公印は、公印管理者の許可を受けた場合のほ

か、事務所外に持ち出してはならない。 

 

（公印台帳） 

第 15 条 公印管理者は、公印台帳（別記第４号様式）を備え、整理しなければ

ならない。 

２ 公印管理者は、第 12 条第２項の規定により公印を調製、改刻又は廃止した

ときは、前項の台帳に必要な事項を記入しなければならない。 

 

（公印押印上の注意） 

第 16 条 公印の押印を求めようとする者は、公印使用簿（別記第５号様式）に

必要な事項を記入し、押印しようとする文書その他の物に決定済みの起案文

書を添え、公印管理者の照合を受けなければならない。 

 

（補則） 

第 17 条 この規程の実施に関し必要な事項又はこの規程に定めがない事項は、 
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事務局長が別に定める。 

 

 

附 則 

この規程は、令和５年２月１７日から施行する。 
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1

基準、要綱等の制定及び廃止 ○

基準、要綱等の改正 ○

2

（１）重要なもの ○

（２）簡易なもの ○

3

（１）予算案の作成に関する事務 ○

（２）予算の執行計画に関する事務 ○

4

1,000万円以上の収入の原因となる行為を決定すること ○

1,000万円未満の収入の原因となる行為を決定すること ○

5 支出の決定に関する事務 ○

6

（１）請負及び委託による事業に関すること

　　ア　予定価格が800万円以上の請負又は委託による事業 ○

　　イ　予定価格が800万円未満の請負又は委託による事業 ○

（２）物件の買入れ等に関すること

　　ア　予定価格が300万円以上の物件の買入れ等 ○

　　イ　予定価格が300万円未満の物件の買入れ等 ○

7

決算書等の作成に関する事務 ○

収入に関する事務

契約に関する事務

決算に関する事務

予算に関する事務

照会、回覧、届出、通達、報告、通知、依頼等に関する事務

（事務局の一般事務）

別表１（第５条関連）

事務局長 事務局次長
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　決　定　権　者

　　　項　　目

事務処理の基準、要綱等の制定改廃に関する事務
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別表２（第１２条関連） 

名称 寸法 書体 ひな形 

GRAND CYCLE 

TOKYO 実行委員会

委員長之印 

方２４ミリメートル てん書 

  

GRAND CYCLE 

TOKYO 実行委員会

事務局長之印 

同上 同上 

  

 

 

G R A N D 

C Y C L E 

T O K Y O 

実 行 委 員 会 

委 員 長 之 印 

G R A N D 

C Y C L E 

T O K Y O 

実 行 委 員 会 

事 務 局 長 之 印 
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別記第１号様式 （第６条関連）  保存期間  年 

 

文書記号・番号 G 実委第 号 処

理

経

過

 

施  行     年  月  日 

文 

書 

の 

取 

扱 

い 

 

 

回
付
・
施
行 

 

上
の
注
意 

 
決  定     年  月  日 

施行予定     年  月  日 

起  案   年  月  日 

先方の文書     年  月  日      第   号 収  受     年  月  日 

宛 

先 

 

 
 
 
 
 

発
信
者
名 

 

 

 

 

 公印照合・押印  発  送 

決
定
権
者 

会 局 次 
件 

名 

 

 
 

 

起 GRAND CYCLE TOKYO 

実行委員会 

 起案者   事務担当者 審 文 書 取 扱 主 任 

   
  

案 事 務 局    （電話） 査 

審  事 務 局 長 事 務 局 次 長 主 管 課 長 代 理 

     

議     

協 
議 

 
 

 

決
定
後
供
覧 
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文書
番号

起案
年月日

件　　　名 起案者

別記第２号様式（第７条関連）

文　書　番　号　簿
（G実委）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　           　　　年度
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番　号 月　日
記号番号
及び日付

件　　名 差出人 受領者名 備　考

別記第３号様式（第９条関連）

文　書　収　受　簿
年度

9



別記第４号様式（第１５条関連） 

 

公  印  台  帳 

 

印   影 公印の名称   

  

寸   法 

  

用   途 

  

調製年月日 
   年   月   日 

                       印 

使用開始年月日 
   年   月   日 

                       印 

改刻年月日 
   年   月   日 

                       印 

廃止年月日 
   年   月   日 

                       印 
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公印管理者 月　日 文書番号 公印番号 部数 担当者 押印者

別記第５号様式（第１６条関連）

公　印　使　用　簿
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GRAND CYCLE TOKYO 実行委員会財務規程 

 

制定 令和５年２月１７日 

 

（目的） 

第１条 この規程は、GRAND CYCLE TOKYO 実行委員会（以下「実行委員会」とい

う。）における財務処理及び会計処理に必要となる事項を定めることにより、

能率的かつ適正な実施に資することを目的とする。 

 

（会計年度） 

第２条 実行委員会の会計年度は、毎年４月１日から翌年３月３１日までとす

る。 

２ 収益及び費用の発生並びに資産、負債及び正味財産の増減又は異動の所属

する会計年度は、その原因となる事実の発生した日の属する会計年度とし、そ

の日を決定しがたい場合は、その原因となる事実を確認した日の属する会計

年度とする。 

 

（財務処理、会計処理の担当） 

第３条 実行委員会の財務処理、会計処理は GRAND CYCLE TOKYO 実行委員会事 

務局（以下「事務局」という。）が事務局長の下、行う。 

２ 委員長は、必要があるときは、事務局長より報告を徴し、又は調査すること

ができる。 

３ 事務局長は事務局より報告を徴し、又は調査することができる。 

 

（帳 簿） 

第４条 会計を適正に管理するため、次の帳簿を備えるものとする。 

（１）収入管理簿（別記第１号様式） 

   収入の詳細について整理・記録する。 

（２）支出管理簿（別記第２号様式） 

   支出の詳細について整理・記録する。 

（３）現金出納簿（別記第３号様式） 

   取り扱う現金及び預金について整理記録する。 

２ 前項に定めるもののほか、必要と認める補助簿を備えることができる。 

 

（帳簿等の保存期間） 

第５条 実行委員会は、前条で定める帳簿、その他証票書類、契約書等の財務・

（案） 
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会計事務に関する書類を原則５年間保存するものとする。 

２ 保存期間を経過した書類で、事務局長がなお必要であると認めるものは、さ

らに年限を定めて保存することができる。 

３ 実行委員会の解散後も保存期間が残存する場合は、東京都生活文化スポー

ツ局スポーツ総合推進部国際大会課が保存期間を引き継ぐものとする。 

 

（出納の管理） 

第６条 事務局長は、現金、預金の出納を承認するときは、実行委員会の事業計

画及び収支予算に適合しているか確かめなければならない。 

２ 事務局長は、事務局業務の委託先における現金、預金の出納が、実行委員会

の事業計画及び収支予算に適合しているかを管理しなければならない。 

３ 保管金は、業務上必要となる手許現金を除き、全て金融機関に預け入れる 

ものとする。 

４ 実行委員会の金融機関口座の預金通帳、届出印、キャッシュカード等は、所

定の金庫等に保管することを徹底し、紛失・盗難等の防止に努めなければなら

ない。 

 

（金融機関口座の名義人） 

第７条 実行委員会の金融機関口座の名義人は事務局長とする。 

 

（取引金融機関） 

第８条 実行委員会が口座を設ける金融機関は、事務局長が決定する。 

 

（請求の通知） 

第９条 事務局長は、実行委員会の収入として徴収すべき金額が確定した場合、

速やかに期限を決めて債務者に請求するものとする。請求は、原則として文書

により行うものとするが、口頭等その他の方法で行うことを妨げない。 

 

（収入） 

第 10 条 収入金を受け入れようとするときは、これを事務局長が調査決定し、

その上で納入者に対して請求書又は領収書を発行して収入する。 

２ 実行委員会への収入は、実行委員会名義の取引金融機関口座への送金によ

る方法を原則とする。ただし、やむを得ない理由があると事務局長が認める場

合又は収入金が少額である場合には、現金等による収入を行うことができる。 

３ 収入は、収入調定書（別記第 4 号様式）を作成し、必要と認められる資料を

添付して調定する。ただし、現金受領後に調定を行うものに当たっては、収入

13



額を証明する資料を添付して調定する。 

４ 性質上、請求書により難い収入については、口頭その他の方法により収入の

通知をすることができる。 

５ 事務局長は、収入があった場合には、領収書を納入者に交付しなければなら

ない。ただし、実行委員会名義の取引金融機関口座への送金により収入した場

合は、領収書の交付を省略することができる。 

 

（支出） 

第 11 条 実行委員会は、支出の原因となる債務が確定した場合は、当該支出に

係る法令、請求書、契約書、その他証拠書類（以下「請求書等」という。）に

基づき、債務額を債権者に支出しなければならない。ただし、やむを得ない理

由で請求書等が徴しがたいと事務局長が認める場合、その他請求書等を徴す

る必要がないと事務局長が認める場合は、請求書等に代わると認められるも

のにより支出することができる。 

２ 事務局長が支出を承認する場合は、支出金額、債権者等の正誤及び支出の内

容が法令又は契約等に違反がないかを確認しなければならない。 

３ 前項の確認においては、支出前に事務局長の依頼する審査員等による審査

を行うものとする。 

４ 実行委員会は、原則として債権者の指定する金融機関口座への送金によっ

て支出を行う。ただし、やむを得ない理由があると事務局長が認める場合、支

出額が少額である場合には、現金等による支出を行うことができる。 

５ 経費の支出は、支出決定書（別記第５号様式）を作成し、関係書類を添付し

決定する。 

 

（領収書） 

第 12 条 実行委員会が支出する場合は、支出の相手方が発行する領収書を受け

取らなければならない。ただし、相手方の金融機関口座への送金により支出す

る場合は、金融機関発行の振込明細等により領収書に代えることができる。 

２ 前項による領収書の徴求が困難な場合には、事務局長の支払い確認又はそ

の他支払いの確認ができる書類によって領収書に代えることができる。 

 

（契約主体） 

第 13 条 実行委員会が締結する契約は、委員長名で行うものとする。 

 

（契約の方法） 

第 14 条 実行委員会が契約を締結する際に、契約の相手方となり得る者が複数
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いる場合は、以下に掲げる方法で競争性を確保して相手方を決定しなければ

ならない。 

（１）企画提案方式や総合評価方式による方法 

（２）競争入札による方式 

（３）複数者から提出された見積書を検討する方法 

（４）前３号以外で競争性を確保した方法 

２ 前項の契約の相手方の決定に際しては、当該契約の価格、内容等を考慮し、 

委員会として最適なものを選択するものとする。 

３ 第 1 項及び前項の決定に際しては、発注前に事務局長の依頼する審査員等

による審査を行うものとする。 

 

（特定者との契約） 

第 15 条 実行委員会は以下の各号に該当する場合は、前条の定めによらず特定

の１者と契約を締結することができる。 

（１）知的財産権又は特殊技術等の関係により、契約の相手方が１者に限定さ 

れるとき 

（２）緊急の必要により、前条の決定方法が行うことができないとき 

（３）予定価格が５０万円未満のとき 

（４）その他、特定の１者との契約がやむを得ないと事務局長が認めたとき 

２ 前項により特定の１者と契約を締結する場合、事務局長は特定の１者と契

約する理由を明示して実行委員会の承認を受けなければならない。 

 

（契約書） 

第 16 条 実行委員会は、契約の相手方を決定した場合、速やかに次の事項を記

載した契約書又は請書、その他契約書に代わる文書を作成しなければならな

い。ただし、契約の性質、目的により該当のない事項については、その記載を

要しない。 

（１）契約の目的 

（２）契約の金額 

（３）履行期限又は契約期間 

（４）契約履行の場所 

（５）契約金額の支払い又は受領の時期及び方法 

（６）履行の遅滞、その他債務不履行の場合における損害賠償 

（７）個人情報、機密情報の取扱い 

（８）その他契約内容に即して必要な事項 

２ 前項に規定にかかわらず、次の各号の一に該当する場合は、契約書の作成を
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省略することができる。 

（１）契約金額が１００万円未満の契約の場合 

（２）その他事務局長が契約書の作成の必要がないと認める場合 

３ 前項の規定により、契約書の作成を省略する場合においても、軽易なもの又

は事務局長が求める場合を除き、請書その他これに準ずる書類を作成するも

のとする。 

４ 前項の規定において、「軽易なもの」とは次の各号の一に該当し、かつ現金

による支払いが妥当と認められるものをいう。 

（１）消耗品費 

（２）通信費・運搬費 

（３）会議費（会場使用料を除く。） 

（４）旅費・交通費 

 

（資金前渡） 

第 17 条 次に掲げる経費については、必要な資金を前渡することができる。 

（１）外国等遠隔地において支払う経費 

（２）謝礼金その他これに類する経費 

（３）官公署その他これに類する機関に対して支払う経費 

（４）事業現場その他これに類する現場において直接支払を必要とする経費 

（５）事務局において常時必要とする経費 

（６）即時支払をしなければ契約しがたい請負、買入れ若しくは借入れに要す 

る経費 

（７）職員に支払う旅費 

（８）その他事務局長が特に必要と認める経費 

 ２ 前項各号に掲げる資金は、その都度事務局長より経理事務担当者に前渡 

する。 

 ３ 前項の規定にかかわらず、第１項各号に掲げる経費に係る資金で、常時 

必要とするもの及び一件の支払金額が５万円以下の物件の購入等に要する 

経費は、月ごとに３０万円を限度として、必要な資金を前渡し、これを手 

元に保管することができる。 

 

（前渡金の精算） 

第 18 条 資金前渡を受けた者は、事務又は事業の完結後、速やかに証拠書類を

付した前渡金支払精算書（別記第６号様式）を提出し、精算しなければならな

い。ただし、前条第３項の規定に基づき前渡を受けた資金については、その支

払期間経過後５日以内に精算しなければならない。 
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２ 前渡を受けた資金の精算残金は、直ちに返納しなければならない。ただし、

前条第３項の規定による前渡金の精算残金については、翌月又は次回に繰越

しをすることができる。 

 

（概算払） 

第 19 条 次に掲げる経費については、概算払をすることができる。 

（１）官公署その他これに類する機関に対して支払う経費 

（２）旅費 

（３）負担金補助及交付金 

（４）概算払で支払をしなければ契約することが困難な委託に要する経費で、 

その委託先が公益法人等の信頼のおける団体であると事務局長が認めるも

のであって、概算払による資金の交付を受けても、当該委託に要する経費以

外に流用することなく、適切な会計処理を行うことができるもの。 

（５）その他事務局長が特に必要と認める経費 

２ 概算払を受けた者は、事務又は事業の完結後、精算残金を直ちに返納する 

とともに、速やかに証拠書類を付した概算払精算書（別記第６号様式に準ず 

る）を提出し、精算をしなければならない。 

 

（前金払） 

第 20 条 次に掲げる経費については、前金払をすることができる。 

（１）官公署その他これに類する機関に対して支払う経費 

（２）負担金補助及交付金 

（３）前金で支払をしなければ契約することが困難な請負、買入れ又は借入れ 

に要する経費 

（４）その他事務局長が特に必要と認める経費 

 

（検査） 

第 21 条 事務局に検査員を置き、契約の履行状況等について必要な検査を行う

ものとする。 

２ 検査の手続・方法等については、「東京都契約事務規則（昭和３９年東京都

規則第１２５号）」に準じるものとする。 

 

（予算編成） 

第 22 条 予算には、予定収入、予定支出の金額等を記載し、事業計画案ととも

に委員長が作成し、委員の過半数の承認を得なければならない。 
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（予算の執行） 

第 23 条 委員長は、事務局長に命じ、事業計画に従って予算を執行するものと

する。 

 

（収支決算書の作成） 

第 24 条 委員長は、会計年度終了後速やかに当該会計年度に係る収支決算書を

作成し、監事の監査を得た上で、委員の過半数の承認を得なければならない。 

２ 会計年度終了前に実行委員会が解散する場合には、前項の承認を解散前の

委員会で行うものとする。 

 

（補則） 

第 25 条 この規程に定めがあるもののほか、実務上必要な事項は、「東京都会

計事務規則（昭和３９年東京都規則第８８号）」、「東京都契約事務規則」、「長

期継続契約を締結することができる契約を定める条例（平成１７年東京都条

例第３２号）」及び「長期継続契約を締結することができる契約を定める条例

施行規則（平成１８年規則第３６号）」等に準じ、事務局長が定める。 

 

附 則 

 この規程は、令和５年２月１７日から施行する。 
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年度

年 月 日 摘要 科目 調定額 収入額 収入未済額 記載者印

収　入　管　理　簿

累計

別記第１号様式
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年度

年 月 日 摘要 予算額 推定額 確定額 支出決定額 支出済額 記載者印

支　出　管　理　簿

別記第２号様式

累計
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年

月 日 受 払 残 受 払 残

現　金　出　納　簿（　　　　年度）

別記第３号様式

現金 預金
記載者印摘　要
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収入番号 第 号 事務局長 事務局次長 課長代理 担当者名

主管

作成日

決定日

年度

科目

金額

内訳

文書番号・
件名

納入者

収入方法

備考

収入管理簿 現金出納簿

　２　現金

別記第４号様式

　　

　　　　　第　　号決定による

　１　口座振込

令和　　　年　　　月　　　日

令和　　　年　　　月　　　日

下記のとおり収入調定する

　令和　　　年度

円　

収　入　調　定　書
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支出番号 第 号 事務局次長 課長代理 担当者名

主管

作成日

決定日

年度

科目

金額

内訳

文書番号・
件名

支払相手方
（債権者）

収入方法

備考

支出管理簿 現金出納簿

円　

支　出　決　定　書

　　

令和　　　年　　　月　　　日

令和　　　年　　　月　　　日

下記のとおり支出する

　令和　　　年度

別記第５号様式

　　　　　第　　号決定による

　１　口座振込 ２　現金
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款 項 節

億 千 百 十 万 千 百 十 円

―

前渡受者職氏名　　 印

事務局長 担当者 事務局長 担当者

別記第６号様式

事業執行 審査

上記のとおり精算します。

令和　　　年　　　月　　　日

GRAND CYCLE TOKYO実行委員会事務局長　殿

　金額

　件名

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　

　前渡受金

　支払高

　差引戻入額

前渡金支払精算書

令和　　年　　月　　日

　収入科目

　　年度
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GRAND CYCLE TOKYO 実行委員会事業審査委員会設置要綱 
令和５年２月１７日 

 
（目 的） 
第１条 東京都及び GRAND CYCLE TOKYO 実行委員会（以下「実行委員会」という。）

は、GRAND CYCLE TOKYO に係る事業（以下「事業」という。）に係る協定に基づき

事業を実施するに当たり、発注・支出の妥当性等の観点から必要に応じて指摘を行うこと

等により、実行委員会の行う事業の適切な遂行に資する審査を行うことを目的として、本

要綱に定めるところにより、GRAND CYCLE TOKYO 実行委員会事業審査委員会（以下

「本委員会」という。）を設置する。 
 
（組 織） 
第２条 本委員会は、別表に掲げる各団体の役職にある者をもって充てる。ただし、委員長

の承認がある場合には、当該団体の別の役職者を充てることもできる。 
 
（委員長） 
第３条 本委員会に委員長を置き、別表に掲げる者とする。 
２ 委員長は本委員会の事務を総理する。 
３ 委員長に事故があるときは、委員長代行を互選し、職務を代行する。 
 
（招 集） 
第４条 本委員会は、必要に応じ委員長が招集する。 
２ 委員長は、必要があると認めるときは、委員でない者を本委員会に参加させることがで

きる。 
 
（任 期） 
第５条 委員の任期は実行委員会が解散するまでとする。ただし、就任時におけるそれぞれ

の所属機関又は団体の役職を離れたときは、その後任者が前任者の残任期間を務める。  
 
（審 査） 
第６条 本委員会では、実行委員会の契約発注前に次に掲げる事項について審査するもの

とし、これらに関する事情等につき委員に報告を求めて確認し、必要に応じて実行委員会

に対して指摘、助言等を行う。 
 （１） 事業に係る経費の妥当性について 
 （２） 事業実施に係る発注方法の適正さについて 
 （３） 事業実施に係る契約行為の法的妥当性について 
 （４） その他事業に関し必要なことについて 

（案） 
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　 　 資料３
（ 第４ 号議案）



 

２ 本委員会では、実行委員会の契約後支出前に次に掲げる事項について審査するものと

し、これらに関する事情等につき委員に報告を求めて確認し、必要に応じて実行委員会に

対して指摘、助言等を行う。 
 一 支出内容の適正さについて 
３ 審査に当たっては、別紙「GRAND CYCLE TOKYO 実行委員会事業審査委員会におけ

る審査について」に基づいて実施するものとする。 
 
（関係者の出席） 
第７条 本委員会は、必要があると認めるときは、議事に関係を有する者又は専門的識見 

を持つ者の出席を求めて、その意見を徴することができる。 
 
（審査結果の尊重） 
第８条 事業審査委員会において審査し、指摘、助言等があった事項については、実行委員

会はその結果を尊重し、必要な措置を講ずるものとする。 
 
（守秘義務） 
第９条 委員は、本委員会解散後であっても、本委員会等において知り得た秘密を漏らして

はならない。 
 
（本委員会の運営に要する経費の負担） 
第 10 条 実行委員会事務局は、本委員会に出席した者に対し、謝金を支払うことができる。 
 
（事務局） 
第 11 条 本委員会の事務局は GRAND CYCLE TOKYO 実行委員会事務局に置く。 
 

附 則 
 この要綱は、令和５年２月１７日から施行する。 
 
（別表） 

委員・ 
委員長 

【第 6 条第 1 項に規定する発注前審査】TMI 総合法律事務所 北島隆次弁護士 
【第 6 条第 2 項に規定する支出前審査】髙橋幸治税理士事務所 髙橋幸治税理士 

委員 東京都生活文化スポーツ局スポーツ総合推進部企画調整課調整担当課長 
委員 東京都生活文化スポーツ局スポーツ総合推進部国際大会課長 
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別紙 

GRAND CYCLE TOKYO 実行委員会事業審査委員会における審査について 
 
 GRAND CYCLE TOKYO 実行委員会事業審査委員会において、以下のとおり、発注・支

出の妥当性審査を行う。 
 
１ 対象 
  GRAND CYCLE TOKYO 実行委員会（以下「実行委員会」という。）が東京都と実行

委員会との協定に基づき実施する GRAND CYCLE TOKYO 実行委員会事業とする。た

だし、予定価格 100 万円未満の委託契約、物品の買入れ・借入れ契約、印刷物の製作の請

負契約等に係る事項を除く。 
 
２ 審査の時点 
  実行委員会の発注前及び支出前とする。 
 
３ 審査における基本的な考え方 
（１） 発注時 

①  経費の内容が、必要性（必要な内容、機能かなど）、効率性（適正な規模、単価か   
など）、納得性（類似のものと比較して相応かなど）等の観点から妥当なものである

こと 
②  発注の方法が、契約の価格・内容、事業実施に当たっての確実性等の観点から実行

委員会として最適な業者等を選択するものであること 
③  契約の内容・方法・手続き等が、民法、商法その他の法令において適法・妥当であ

ること 
④  その他、発注の内容・方法が実行委員会事業として適切なものであること 

（２） 支出時 
①  支出の金額や債権者等が正しいものであるとともに、支出の内容が法令や契約等

に違反していないこと 
 
４ 審査方法 
（１） 発注時 

３「審査における基本的な考え方」に基づき、発注前審査書（別記様式１）に則り、 
契約実施要領、仕様書、予定価格、発注予定一覧などを審査・確認する。 

（２） 支出時 
３「審査における基本的な考え方」に基づき、支出前審査書（別記様式２）に則り、 

支出決定書案、支出管理簿などを審査・確認する。 
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[別記様式１] 

発注前審査書 

 
                 審査年月日     年  月  日 

                    

案 件 名                                        

 

審査委員 ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

      

 

以下について、GRAND CYCLE TOKYO 実行委員会事務局長に報告します。 

 

審査の視点 審査員の見解 確認欄 

経費の内容等が必要性（必

要な内容、機能かなど）、効

率性（適正な規模、単価か

など）、納得性（類似のもの

と比較して相応かなど）等

の観点から妥当なもので

あるか 

必
要
性 

  

効
率
性 

  

納
得
性 

  

発注の方法が、契約の価格・内容、

事業実施にあたっての確実性等の

観点から実行委員会として最適な

業者等を選択するものであるか 

  

契約の内容・方法・手続き等が、民

法、商法その他の法令において適

法・妥当であるか 
  

その他、発注の内容・方法が実行委

員会事業として適切なものである

か 
  

その他意見等  

 

 確認書類：・契約実施要領 
・仕様書 
・予定価格 
・発注予定一覧 
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[別記様式２] 

支出前審査書 

 
                 審査年月日     年  月  日 

                    

案 件 名                                        

 

審査委員 ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

      

 

以下について、GRAND CYCLE TOKYO 実行委員会事務局長に報告します。 

 

審査の視点 審査員の見解 確認欄 

支出の金額や債権者等が正しいも

のであるとともに、支出の内容が法

令や契約等に違反していないか 
  

その他意見等  

 

 確認書類：・支出決定書案 
・支出管理簿 
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＜発注前＞

主なチェ ッ ク ポイ ント 備考 確認欄

委員会での同意を 得ら れたも のか

委員会事業の目的に合致する か

予算額全体の中で適切な負担と いえる か

然る べき レ ク 等が行われている か

委員会での同意や事業目的に即し て、 仕様等は過剰に
なっていないか

都の積算基準（ 標準単価） 等と 照ら し て、 単価設定が
妥当か

客観的な（ 第三者の） 意見を踏ま えた積算・ 仕様に
なっている か

他の類似案件と 比較し て費用が相当である と いえる か

何かし ら の工夫によ り 、 本来よ り こ れだけ減ら し た
（ 又は減ら せる 方向） と 言える か

特命や複数見積り のみの場合： 発注方法の採用理由が
やむを得ない理由と なっている か

特命や複数見積り のみの場合： 一般競争入札に付し た
場合と 比べて高額な契約と なっ ていないか
（ 比較し て高額な場合、 説明でき る 然る べき 理由はあ
る か）

仕様等の内容に即し て、 想定し ている 業者がふさ わし
い業種・ 種目と いえる か

公募要件等から 、 委員会事業の実施にと って優良な業
者を選定する も のと いえる か

仕様等の内容は法的に適切・ 妥当か。 記載の過不足等
によ る ト ラ ブルのリ ス ク は回避さ れている か

契約方法は法的に適切・ 妥当か。 受託会社以外と のト
ラ ブルのリ ス ク は回避さ れている か

契約の手続き は法的に適切・ 妥当か。 必要な手続き の
瑕疵によ る ト ラ ブルのリ ス ク は回避さ れている か

特定企業の利益や権利保護に繋がる も のではないか

東京都の負担金事業と し て適切か【 総括】

＜支出前＞

主なチェ ッ ク ポイ ント 備考 確認欄

支出の時期、 金額、 債権者等が契約書類等と 照ら し て
間違っていないか

金融口座等の債権者情報は適切か

支出内容が法律や契約に違反し たも のと なっ ていない
か

GRAND CYCLE TOKYO実行委員会事業審査委員会における 審査上のポイ ン ト

審査の視点

主に弁護士の委員が審査

支出の金額や債権者等が正し いも の
である と と も に、 支出の内容が法令
や契約等に違反し ていないか

審査の視点

必要性

効率性

経費の内容等が必要性
（ 必要な内容、 機能かな
ど ） 、 効率性（ 適正な規
模、 単価かなど） 、 納得
性（ 類似のも のと 比較し
て相応かなど ） 等の観点
から 妥当なも のである か

納得性

契約の内容・ 方法・ 手続き 等が、 民
法、 商法その他の法令において適
法・ 妥当である か

発注の方法が、 契約の価格・ 内容、
事業実施にあたっ ての確実性等の観
点から 協議会と し て最適な業者等を
選択する も のである か

その他、 発注の内容・ 方法が協議会
事業と し て適切なも のである か

別添
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GRAND CYCLE TOKYO 実行委員会業者等選定委員会設置要綱 
令和５年２月１７日 

 
（目 的） 
第１条 GRAND CYCLE TOKYO 実行委員会（以下「実行委員会」という。）における物

品の買入れ、その他の契約に関し、厳正かつ公平に優良業者を選定し、もって効果的、効

率的な実行委員会運営に資するため、GRAND CYCLE TOKYO 実行委員会業者等選定

委員会（以下「選定委員会」という。）を設置する。 
 
（所掌事項） 
第２条 選定委員会は、次の事項を調査審議する。 

(１)  一件予定価格 160 万円以上の物品の買入れの契約に係る業者の選定に関すること。 
(２)  一件予定価格 100 万円以上の印刷物の制作の請負契約に係る業者の選定に関する

こと。 
(３)  一件予定価格 100 万円以上の委託契約に係る業者の選定に関すること。 
(４)  一件予定価格 80 万円以上の物件等の借入れに係る業者の選定に関すること。 
(５)  企画提案方式及び総合評価方式を採用する契約に係る業者の選定に関すること。 
(６)  前各号を除き、一件予定価格 50 万円以上の特定業者の選定に関すること。 
(７)  前各号に定めるもののほか、実行委員会事務局長（以下「事務局長」という。）が

特に必要と認めた契約に関する業者の選定に関すること。 
 
（構 成） 
第３条 選定委員会は次に掲げる職にある者をもって構成する。 
 委員長 東京都生活文化スポーツ局スポーツ総合推進部事業推進担当部長 
 委 員 同局スポーツ総合推進部調整担当課長 
     同局スポーツ総合推進部企画調整課契約担当課長代理 
２ 委員長が特に必要があると認める場合は、臨時委員を置くことができる。 
 
（選定委員会の運営） 
第４条 委員長は、選定委員会を代表し、会務を総理する。 
２ 委員長に事故があるときは、委員長があらかじめ指名する委員がその職務を代理する。 
３ 委員がやむを得ない事由で選定委員会を欠席する場合は、委員長は、代理の者を出席さ

せ、議事に加わらせることができる。 
 
（招 集） 
第５条 選定委員会は、必要の都度、委員長が招集する。 
 

（案） 
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　 　 資料４
（ 第５ 号議案）



 

（定足数） 
第６条 選定委員会は、委員の過半数の出席がなければ開くことができない。 
２ 選定委員会の開催に当たっては、第４条第３項の規定により代理で出席した者を出席

者の数に加えることができる。 
３ 選定委員会の議事は、出席委員の過半数で決し、可否同数のときは、委員長が決する。 
４ 前２項の規定に関わらず特別の事情により会議を開催することができず、そのため契

約の目的を達しがたいと認められるときは、文書を回付することにより委員の同意を得

て付議された事案を決定することができる。 
 
（業者の選定等）                  

第７条 指名業者の選定は、生活文化スポーツ局の設置する業者選定委員会の指名基準に準

じて行うものとする。 

 
（庶 務） 
第８条 選定委員会の庶務は、実行委員会事務局において処理する。 
 
（補 則） 
第９条 この要綱に定めるもののほか、選定委員会の運営に関し必要な事項は、事務局長が

定める。 
 

附 則 
この要綱は令和５年２月１７日から施行する。 
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令和４年度 GRAND CYCLE TOKYO 事業に係る協定書 

 

 東京都（以下「甲」という。）と GRAND CYCLE TOKYO 実行委員会（以下「乙」という。）は、

次の条項により協定を締結する。 

 

（目的） 

第１条 東京都では、環境にやさしく、健康にもよい自転車を更に身近なものとするとと

もに、東京の魅力を国内外に発信することを目的とし、様々なイベント等を GRAND CYCLE 

TOKYO として実施している。甲及び乙は、この取組を一層推し進め、東京におけるサイ

クルスポーツ文化を醸成し、「スポーツフィールド・東京」の実現へと繋げていくことを

目的として、GRAND CYCLE TOKYO 事業（以下「本事業」という。）を相互に連携・協力し

て実施する。 

 

（期間） 

第２条 本協定の有効期間は、本協定の締結の日から令和５年３月31日までとする。ただし、

第９条から第 18 条まで及び第 20 条から第 22 条までの規定は、上記期間の満了後も有効と

する。 

 

（事業の内容） 

第３条 事業の内容については、別紙１「事業計画書」のとおりとする。 

 

（業務分担） 

第４条 事業の実施における甲及び乙の業務分担は、次のとおりとする。 

（１）甲の業務分担 

ア 事業の実施に当たっての指導、助言及び監督 

イ 事業実施に係る経費の負担に関すること 

ウ その他甲が必要と認めること 

（２）乙の業務分担 

ア 事業の企画、広報及び実施に関すること 

イ 事業の経理に関すること 

ウ その他乙が必要と認めること 

 

（経費の負担） 

第５条 甲は乙に対し、別紙２「収支予算書」に基づく金額を上限として、乙の事業実施に係

る経費を負担する。 

 

（交付申請） 

第６条 乙は、負担金の交付を申請する場合は、「負担金交付申請書（別記第１号様式）」に関

（案） 
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　 　 資料５
（ 第６ 号議案）



 

 

係書類を添えて、甲に対し提出するものとする（以下「交付申請」という。）。 

  なお、「負担金交付申請書（別記第１号様式）」に添える関係書類は、次のとおりとする。 

（１）月別事業執行計画書（交付申請時） 

（２）その他甲が必要と認める書類 

２ 前項の規定にかかわらず、事業の内容等により必要がないと甲が認めるときは、前項の申

請書に記載すべき事項の一部又は関係書類の提出を省略することができる。 

 

（変更交付申請） 

第７条 乙は、事業の内容を変更しようとするとき、事業を中止又は廃止しようとするとき、

その他甲が認める場合には、「負担金変更交付申請書（別記第２号様式）」に関係書類を添え

て、甲に対して提出するものとする（以下「変更交付申請」という。）。ただし、当該変更等

が軽微なものについては、この限りでない。 

 なお、「負担金変更交付申請書（別記第２号様式）」に添える書類は、次のとおりとする。

（１）月別事業執行計画書（変更交付申請時） 

（２）変更等の理由を記した書面 

（３）その他甲が必要と認める書類 

２ 前項の規定にかかわらず、事業の内容等により必要がないと甲が認めるときは、前項の申

請書に記載すべき事項の一部又は関係書類の提出を省略することができる。 

 

（交付決定及び通知） 

第８条 甲は、第６条第１項の規定に定める負担金の交付申請があったときは、交付申請書及

び関係書類を審査した上で交付の可否を決定（以下「交付決定」という。）し、「負担金交付

決定通知書（別記第３号様式）」により通知するものとする。 

２ 甲は、前条第１項の規定に定める負担金の変更交付申請があったときは、変更交付申請書

及び関係書類を審査した上で変更の可否を決定（以下「交付決定の変更決定」という。）し、

「負担金変更交付決定通知書（別記第４号様式）」により通知するものとする。 

３ 甲は、適正な負担金の交付を行うために必要があると認めるときは、交付決定又は交付決

定の変更決定に条件を付すことができる。 

 

（負担金の支払） 

第９条 甲の負担金は、交付決定に基づき月ごとに概算で支払い、その都度の精算を省略する

ことができるものとする。概算払をした負担金は、第 14 条の規定による確定額に基づき会

計年度（地方自治法（昭和 22 年法律第 67 号）第 208 条第１項に規定する会計年度をいう。

以下同じ。）の終了後、精算する。 

２ 乙は、前項の規定に基づき負担金の支払を受けようとする場合は、請求書を甲に提出しな

ければならない。 
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３ 前項の負担金請求書に添える関係書類は、次のとおりとする。 

（１）支払金口座振替依頼書（口座情報払用） 

（２）その他甲が必要と認める書類 

 

（負担金の減額） 

第 10 条 次の各号のいずれかに該当する場合は、甲は負担金の額を減額することができる。

（１）乙が事業計画書に記載する事業のうちの全部又は一部を実施しなかったとき。 

（２）乙が本協定に反して事務を処理したとき。 

 

（協定解除及びそれに伴う負担金の減額） 

第 11 条 事業の執行上、ふさわしくない行為が乙にあった場合には、甲は任意に協定の一部

又は全部を解除し、負担金の額の一部又は全部を減額することができる。 

２ 前項の規定に基づき、甲が本協定を解除することにより乙に損害が生じた場合でも、甲は

その賠償の責めを負わない。 

 

（経理） 

第 12 条 乙が分担する経理は、乙の財務諸規程に基づき行う。 

２ 乙は、収支予算書に基づき、事業に係る収入及び支出を明らかにするための帳簿を整える

とともに、収入及び支出の根拠となる証票類を適正に管理するものとする。 

３ 甲は、本協定に基づき乙が分担する経理に関して、必要に応じて乙に対し、収入及び支出

を記載した帳簿その他の関係書類の閲覧を求めることができる。 

 

（実績報告） 

第 13 条 乙は、事業計画書に記載する事業が終了したときは、「事業実績報告書（別記第５号

様式）」に関係書類を添えて、事業が終了したときから１月以内に甲に提出するものとする。 

２ 前項の事業実績報告書に添える関係書類は、次のとおりとする。 

（１）事業実施報告書 

（２）月別事業執行報告書 

（３）収支決算書 

（４）その他甲が必要と認める書類 

 

（負担金の額の確定） 

第 14 条 甲は、前条の規定による報告書等を受けた場合において、その内容を精査し、適正

と認めたときは、負担金の額を確定し、「負担金額の確定通知書（別記第６号様式）」により、

乙に通知するものとする。 

 

（精算） 

第 15 条 乙は、甲から負担金額の確定通知を受けた場合、速やかに甲に「負担金精算書（別
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記第７号様式）」を提出しなければならない。また、甲は、乙から精算書の提出を受けた後、

速やかに精算を行うものとする。 

 

（負担金の返還） 

第 16 条 甲は、次の各号のいずれかに該当する場合は、期限を定めて負担金の返還を命じる

ことができる。 

（１）甲が第 10 条の規定により負担金を減額した場合において、既に乙にその額を超える負

担金が支出されているとき。 

（２）甲が第 11 条第１項の規定により協定の一部又は全部を解除し、負担金の額を減じた場

合において、既に乙にその額を超える負担金が支出されているとき。 

（３）甲が第 14 条の規定により負担金の額を確定した場合において、既に乙にその額を超え

る負担金が支出されているとき。 

 

（違約加算金及び延滞金） 

第 17 条 甲が前条第１号及び第２号の規定により乙に負担金の返還を命じた場合（ただし、

前条第１号の規定による場合は、乙の責めによらず第 10条第１号に該当した場合を除く。）

においては、乙はその命令に係る負担金の受領の日から納付の日までの日数に応じ、当該

負担金の額（その一部を納付した場合におけるその後の期間については、既納額を控除した

額）につき、年 10.95 パーセントの割合で計算した違約加算金（100 円未満の場合を除く。）

を納付する。 

２ 甲が乙に対し、負担金の返還を命じた場合において、乙がこれを期日までに納付しなかっ

たときは、乙は当該期日の翌日から納付の日までの日数に応じ、その未納付額につき、年

10.95パーセントの割合で計算した延滞金（100円未満の場合を除く。）を納付する。 

 

（違約加算金及び延滞金の計算） 

第 18 条 甲が前条第１項の規定により乙に違約加算金の納付を命じた場合において、乙の納

付した金額が返還を命じた負担金の額に達するまでは、その納付金額は、まず当該返還を命

じた負担金の額に充てるものとする。 

２ 甲が前条第２項の規定により乙に延滞金の納付を命じた場合において、返還を命じた負

担金の未納付額の一部が納付されたときは、当該納付の日の翌日以後の期間に係る延滞金

の計算の基礎となるべき未納付額は、その納付金額を控除した額によるものとする。 

 

（印刷物の承認） 

第 19 条 乙は、甲の名義を入れて印刷物を作成する場合は、事前に印刷原稿を甲に提出し、

その承認を得るものとする。 

 

（個人情報の取扱い） 

第 20 条 甲及び乙が、第４条に規定する分担業務により取得した個人情報は、各々が保有す

る個人情報とする。 
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２ 甲及び乙は、各々が保有する個人情報及び共同して利用する個人情報の取扱いについて、

関連法令等を遵守し、適正に管理を行うものとする。 

３ 甲及び乙の故意又は過失により事故が生じた場合は、各々の責任と費用負担によりこれを

解決する。 

４ 甲又は乙のいずれかが、第２項に基づき甲及び乙が共同して利用し、かつ自己以外の者が

保有する個人情報の取り扱いについて第三者に委託を行う場合は、当該委託を受ける者、委

託を行う個人情報の範囲及び委託事務の内容、並びに当該第三受託者における委託した個人

情報の管理状況について、当該個人情報を保有する者に報告するものとする。 

5 甲及び乙は、事業に係る業務が終了したときは、各々が保有する個人情報について、法令

等にあらかじめ定められた保存年限に従い保管した後、適正に廃棄する。 

 

（機密情報の取扱い） 

第 21 条 乙は、事業実施に当たって収集した企業情報等の機密情報（以下「機密情報」とい

う。）を第三者に漏えいしてはならない。 

２ 乙は、事業実施に当たって収集した機密情報について、善良なる管理者の注意義務をもっ

て厳重に管理し、保持する義務を負う。 

３ 乙は、事業実施に当たって収集した機密情報について、事業に必要最小限度の範囲の者に

限り使用させることができるものとする。この場合、乙は機密情報に接する者に対し、乙と

同様の機密保持義務を負わせるものとする。 

4 乙は、第三者に分担業務を委託する場合、委託先及びその従業員に対し、乙と同様の機密

保持義務を負わせ、管理しなければならない。 

 

（著作権の取扱い） 

第 22 条 乙が事業実施に伴い作成する制作物に係る著作権については、乙に帰属する。ただ

し、甲が必要があるとしてその利用の権利を求める場合には、無償で利用する権利を甲に許

諾するものとする。 

２ 前項に係る著作権は、第 11 条により協定の解除が行われた場合には、甲に譲渡されるも

のとする。 

３ 前二項の規定については、乙が事業実施に伴い作成する制作物を乙以外の者に作成させる

場合においても同様とする。 

 

（事業の内容の変更又は中止に伴う協議） 

第 23 条 公益上の理由その他本協定締結後に生じたやむを得ない事情により、甲又は乙が事

業計画書に記載する事業の内容を変更し、又はその一部若しくは全部を中止しようとすると

きは、あらかじめ双方で協議の上、これを決定するものとする。 

２ 前項の場合において、事業を進めるために既に支出した経費の負担、変更又は中止に伴う

損害賠償及び必要な事務処理についても、あらかじめ協議の上、決定するものとする。 

 

（補則） 
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第 24 条 本協定の解釈に疑義が生じた場合又は本協定に定めのない事項については、その都

度、甲乙が協議して決定する。 

 

上記協定締結の証として本書を２通作成し、甲乙記名押印の上、各々１通を保有する。 

 

 

   令和 年 月 日 

 

 

東京都新宿区西新宿二丁目８番１号 

甲 東京都 

代表者  東京都知事  小池 百合子 

 

 

 東京都新宿区西新宿二丁目８番１号 

乙 GRAND CYCLE TOKYO 実行委員会 

代表者  委員長     
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GRAND CYCLE TOKYO 実行委員会事業  

令和４年度事業計画書 

 
  
１  令和５年度 GRAND CYCLE TOKYO 事業実施に向けた検討 
 実行委員会を開催し、以下の事項について審議を行う。 
 
（１）レインボーライド・マルチスポーツ事業の検討 
 臨海部で実施予定のレインボーライド・マルチスポーツに関し、計画策定・実施運営・広
報等の内容検討を行う。 
 
（２）多摩ロードレース・イベント事業の検討 
 多摩地区で実施予定の自転車ロードレース・イベントに関し、計画策定・実施運営・広報
等の内容検討を行う。 
 
（３）サイクル活用推進事業の検討 
 都内区市町村と連携し自転車活用を推進する事業に関し、計画策定・実施運営・広報等の
内容検討を行う。 
  
（４）実行委員会事務局運営補助業務の検討 
 実行委員会開催・運営に関する連絡調整・会計業務等に関し、検討を行う。 

別紙１ 
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収入の部 （単位：千円）

予算額 備　考

193

193

支出の部 （単位：千円）

予算額 備　考

193 実行委員会委員謝金等

193

0

支出合計

収支差額

GRAND CYCLE TOKYO 実行委員会事業　令和４年度収支予算書

科　　目

東京都負担金

収入合計

科　　目

報償費

別紙２
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別記第１号様式（第６条関係） 

 

年  月  日  

 

東 京 都 知 事  殿 

 

所 在 地                 

組 織 名                 

代表者名              印  

 

 

令和４年度 GRAND CYCLE TOKYO 実行委員会事業に係る負担金交付申請書 

 

 

 令和４年度における GRAND CYCLE TOKYO 実行委員会事業に要する費用に対する負担

金として、令和４年度 GRAND CYCLE TOKYO 実行委員会事業に係る協定書第６条の規定に

基づき、下記の金額の交付を申請します。 

 

記 

 

 

１ 交付申請額 ＿＿＿＿＿＿＿＿＿円 

 

 

２ 添付書類 

月別事業執行計画書 
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別記第２号様式（第７条関係） 

 

年  月  日  

 

東 京 都 知 事  殿 

 

所 在 地                 

組 織 名                 

代表者名              印  

 

 

令和４年度 GRAND CYCLE TOKYO 実行委員会事業に係る負担金変更交付申請書 

 

 

   年  月  日付（文書記号）第（文書番号）号により交付決定を受けた令和４

年度における GRAND CYCLE TOKYO 実行委員会事業に要する費用に対する負担金につい

て、令和４年度 GRAND CYCLE TOKYO 行委員会事業に係る協定書第７条の規定に基づき、

下記のとおり交付額の変更を申請します。 

 

記 

 

 

１ 変更申請額       ＿＿＿＿＿＿＿＿＿円 

  既交付決定額      ＿＿＿＿＿＿＿＿＿円 

  今回追加（又は減少）額 ＿＿＿＿＿＿＿＿＿円 

 

 

２ 添付書類 

（１）月別事業執行計画書 

（２）変更の理由を記した書面（任意様式） 
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別記第３号様式（第８条関係） 

 

令和  年  月  日  

 

  殿 

 

 

東 京 都 知 事  印  

 

 

令和４年度 GRAND CYCLE TOKYO 実行委員会事業に係る負担金交付決定通知書 

 

年  月  日付（文書記号）第（文書番号）号で申請のあった令和４年度におけ

る GRAND CYCLE TOKYO 実行委員会事業に要する費用に対する負担金について、令和４年

度 GRAND CYCLE TOKYO 事業に係る協定書第８条の規定に基づき、下記のとおり交付する

ことに決定したので通知します。 

 

記 

 

 

 

１ 交付申請額 ＿＿＿＿＿＿＿＿＿円 

 

 

２ 交付の条件 

令和４年度 GRAND CYCLE TOKYO 事業に係る協定書に定めるとおりとする。 
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別記第４号様式（第８条関係） 

 

令和  年  月  日  

 

  殿 

 

 

東 京 都 知 事  印  

 

 

令和４年度 GRAND CYCLE TOKYO 実行委員会事業に係る負担金変更交付決定 

通知書 

 

年  月  日付（文書記号）第（文書番号）号で申請のあった令和４年度におけ

る GRAND CYCLE TOKYO 実行委員会事業に要する費用に対する負担金について、令和４年

度 GRAND CYCLE TOKYO 実行委員会事業に係る協定書第８条の規定に基づき、下記のとお

り変更して交付することに決定したので通知します。 

 

記 

 

 

 

１ 変更交付決定額     ＿＿＿＿＿＿＿＿＿円 

 既交付決定額      ＿＿＿＿＿＿＿＿＿円 

 今回追加（又は減少）額 ＿＿＿＿＿＿＿＿＿円 

 

 

２ 交付の条件 

令和４年度 GRAND CYCLE TOKYO 事業に係る協定書に定めるとおりとする。 
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別記第５号様式（第 13 条関係） 

 

令和  年  月  日  

 

東 京 都 知 事  殿 

 

所 在 地                 

組 織 名                 

代表者名                印  

 

 

令和４年度 GRAND CYCLE TOKYO 実行委員会事業に係る事業実績報告書 

 

年  月  日付（文書記号）第（文書番号）号で交付決定通知のあった令和４年

度における GRAND CYCLE TOKYO 実行委員会事業に要する費用に対する負担金について、

令和４年度 GRAND CYCLE TOKYO 実行委員会事業に係る協定書第 13 条の規定に基づき、

下記のとおり報告します。 

 

記 

 

 

 

１ 実績交付決定額     ＿＿＿＿＿＿＿＿＿円 

 既交付決定額      ＿＿＿＿＿＿＿＿＿円 

 追加（又は減少）額   ＿＿＿＿＿＿＿＿＿円 

 

 

２ 添付書類 

（１）事業実施報告書 

（２）月別事業執行報告書 

（３）収支決算書 

（４）その他知事が必要と認める書類 
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別記第６号様式（第 14 条関係） 

 

令和  年  月  日  

 

  殿 

 

 

東 京 都 知 事   印  

 

 

 

令和４年度 GRAND CYCLE TOKYO 実行委員会事業に係る負担金額の確定通知書 

 

年  月  日付（文書記号）第（文書番号）号で実績報告のあった令和４年度に

おける GRAND CYCLE TOKYO 実行委員会事業に要する費用に対する負担金について、令和

４年度 GRAND CYCLE TOKYO 実行委員会事業に係る協定書第 14 条の規定に基づき、交付

金の額を確定したので通知します 

 

記 

 

 

 

１ 確定額         ＿＿＿＿＿＿＿＿＿円 
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別記第７号様式（第 15 条関係） 

 

令和  年  月  日  

 

東 京 都 知 事  殿 

 

所 在 地                 

組 織 名                 

代表者名                 印 

 

 

令和４年度 GRAND CYCLE TOKYO 実行委員会事業に係る負担金精算書 

 

年  月  日付（文書記号）第（文書番号）号で負担金額の確定通知のあった令

和４年度における GRAND CYCLE TOKYO 実行委員会事業に要する費用に対する負担金につ

いて、令和４年度 GRAND CYCLE TOKYO 実行委員会事業に係る協定書第 15 条の規定に基

づき、下記のとおり精算します。 

 

記 

 

 

 

１ 精算額（確定額）    ＿＿＿＿＿＿＿＿＿円 

 既交付額        ＿＿＿＿＿＿＿＿＿円 

 不足（又は返還）額   ＿＿＿＿＿＿＿＿＿円 
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○ GRAND CYCLE TOKYO（ レインボーラ イ ド ・ マルチスポーツ） を開催し まし た。

○ 開催日時 ： 2022年11月23日( 水・ 祝) ※雨天開催

○ 会場 ： レ イ ン ボーラ イ ド ｜レ イ ン ボーブ リ ッ ジを 含む臨海エリ ア一帯

マルチスポーツ ｜臨海エリ ア一帯の公園・ 駅・ 商業施設など

○ 参加者数 ： 約2, 000人（ レ イ ンボーラ イ ド ）

○ 来場者数 ： 約6, 000人

○ その他 ： 開催地近隣の小中学校にて、 自転車シミ ュ レ ータ 安全教室等を 実施

○ GRAND CYCLE TOKYOでは、 東京の魅力向上に貢献すべく 3つの目標を掲げまし た。
今回の開催を通じ て、 こ れら の目標に対し て一定の成果をあげるこ と ができ、 イ ベント と し ての
将来性を実感できまし た。

○ 自転車活用推進 |  自転車の裾野拡大や安全利用への理解向上に貢献するこ と

○ 地域振興 |  東京の魅力を 広く 発信し 、 開催地の発展に貢献する こ と

○ スポーツ 振興 | スポーツ を する ・ みる・ 支える 機会の創出や東京2020大会のレ ガシー活用に貢献するこ と

エグゼク ティ ブサマリ ー
1
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イ ベン ト を 通じ て 自転車の魅力や利用ルールを 幅広い層に伝える こ と が
で き 、 自転車の裾野拡大や安全利用への理解向上に貢献

2

自転車活用推進

GRAND CYCLE TOKYO レ イ ン ボーラ イ ド は、
参加者に広く 自転車の魅力を 発信

➢ 自転車の魅力

84. 3%
自転車の

魅力を 実感

( n=743)

69. 9%
魅力を 感じ た

14. 4%
やや魅力を
感じ た

GRAND CYCLE TOKYO レ イ ン ボーラ イ ド は、
参加者が周囲に勧めたいと 感じ る イ ベン ト

➢ イ ベン ト の推奨度 ( n=743)

0. 0% 5. 0% 10. 0% 15. 0% 20. 0% 25. 0% 30. 0%
10
9
8
7
6
5
4
3
2
1
0

76. 8%が

イ ベン ト を 推奨

ロ ード バイ ク 、 ママチャ リ やレ ン タ ルサイ ク ル等
多様な自転車が参加、 幅広い層が自転車を 満喫

➢ レ イ ン ボーラ イ ド で利用さ れた自転車車種

43. 7%
ロード バイ ク

17. 2% 
スポーツ サイ ク ル

38. 5%

25. 2%
レンタ ルサイ ク ル

6. 8%
ミ ニベロ

6. 5%
ママチャ リ

スポーツ 用以外
の車種を利用

GRAND CYCLE TOKYOを 通じ て
自転車の安全利用に対する 理解が浸透
➢ 安全講習アプリ （ マルチスポーツ ） を 通じ た

交通ルールの理解度
( n=64)

96. 9%
理解を深める

こ と ができ た

75. 0%
と ても 深める
こ と ができ た

21. 9%
やや深める
こ と ができ た
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東京の新たな魅力を 創出、 国内外に広く 発信し 、 開催地の発展に貢献地域振興

「 レ イ ン ボーブ リ ッ ジを 自転車で走る 」 と いう
東京の新たな魅力を 創出

➢ レ イ ン ボーラ イ ド 応募理由（ 上位5項目） ( n=743)

東京の新たな魅力を 国内外に広く 発信

➢ GRAND CYCLE TOKYOに関する 露出状況

参加者の多く が臨海エリ アの魅力を 実感、
また来たいと 感じ る 場所に

➢ 臨海エリ アへの再来訪意向

➢ 臨海エ リ アに対する 印象度 ( n=713)

レ イ ンボーブリ ッ ジを 走れる から 87. 8%

自転車が好き だから 52. 1%

楽し そう だっ たから 50. 5%

非日常を 感じ たかっ たから 33. 4%

近所で開催さ れていたから 18. 7%

79. 5% 44. 0%
是非
また来たい

35. 5%
また来たい

59. 7%
38. 3%
良く なっ た

21. 4%
やや良く なっ た

( n=713)

約154万件

SNS総閲覧数

約450件

メ ディ ア報道数

臨海エリ アの印象が

良く なっ た

臨海エリ アに

また来たい

3
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サイ ク リ ン グイ ベン ト を 通じ たスポーツ を する ・ みる ・ 支える 機会への
ニーズを 創出スポーツ 振興

参加者から 高い次回参加意向を 獲得、
自転車を 通じ たスポーツイ ベン ト の魅力を 発信

➢ 次回のイ ベント 参加意向 ( n=743)

東京2020大会のソ フ ト レ ガシーの1つである
ボラ ンテ ィ アを イ ベン ト 内で有効に活用

➢ ボラ ン テ ィ アの参加理由

83. 2% 59. 6%
と ても
参加し たい

23. 6%
やや
参加し たい

次回も ボラ ン ティ アに

参加し たい

4

➢ レ イ ン ボーラ イ ド 参加者満足度 ( n=743)

74. 0%
レ イ ン ボーラ イ ド

満足度

68. 2%
と ても
参加し たい

18. 6%
やや
参加し たい 86. 8%

次回も
レ イ ン ボーラ イ ド に

参加し たい

32. 7%
大変満足

41. 3%
やや満足

( n=394)

• ボラ ン ティ ア活動が好き だから 66. 0%

• 東京2020大会のボラ ン ティ ア
/ シティ キャ スト を 経験し たから 65. 7%

• 東京2020大会のレ ガシーに
関われる 機会だから 45. 7%

• 自分の視野を 広げたかっ たから 38. 1%

• 自転車やスポーツ に貢献し たいから 29. 7%

➢ 次回のボラ ンテ ィ ア 参加意向 ( n=394)

51



x

○ 世界を代表するサイ ク リ ングイ ベント であるRi del ondon（ 英） およびTD Fi ve Boro Bi ke 
Tour（ 米） は、 複数の都心部のラ ンド マーク を通過するコ ースや、 経験を問わず誰でも
参加できるこ と が特徴であり 、 毎年数万人の参加者が集まり ます。
また、 同イ ベント は自転車の安全利用の普及啓発にも 貢献し ています。

○ GRAND CYCLE TOKYOはこ れら のイベント と 共通し て持つ特徴をさ ら に伸ばし ていく こ と で、
世界を代表するサイ ク リ ングイ ベント に成長できる可能性を持っ ています。

○ レ イ ン ボーラ イ ド は、 都心のラ ンド マーク である レ イ ン ボーブリ ッ ジを 走行でき 、 ハイ アマチュ アや自転車
愛好家から フ ァ ミ リ ー層まで誰も が自由に楽し めるコ ース内容です。

○ GRAND CYCLE TOKYOと し て自転車シミ ュ レ ータ 安全教室を 実施する など、 自転車安全利用の普及啓発活動にも
貢献し ています。

○ 世界的に認知さ れるサイ ク リ ングイ ベント に成長するこ と で、 GRAND CYCLE TOKYOは
東京の新たな魅力と なり ます。 その目標に向け、 今回開催で得た学びを活かし て、
改善・ 向上に努めていきます。

○ GRAND CYCLE TOKYOの認知度向上

○ レ イ ンボーラ イ ド のよ り 魅力あるコ ース設定

○ マルチスポーツ の天候に左右さ れず楽し めるコ ン テン ツ充実

○ GRAND CYCLE TOKYOのよ り 効率的な運営体制の構築

今後の展望
5
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GRAND CYCLE TOKYOでは、 レ イ ン ボーラ イ ド ・ マルチスポーツ の開催のほか開催地近隣の小中学校にて
自転車シミ ュ レ ータ 安全教室やBMXデモン スト レ ーショ ン を 実施し まし た。
今後も こ う し た取組を継続的に実施し 、 GRAND CYCLE TOKYOを 通じ た自転車安全利用の普及啓発に努めていき ます。

• 実施場所： 江東区立第三砂町中学校・ 港区南山小学校
• 実施日時： 江東区立第三砂町中学校 |  9月15日（ 木） 13時25分～15時25分

港区南山小学校 |  9月16日（ 金） 13時40分～15時15分
• 実施内容： 自転車シミ ュ レ ータ 安全教室

BMXデモン スト レ ーショ ン

実施概要

【 参考】 自転車安全利用の普及啓発活動
6

※生徒たち に自転車の幅広い魅力を 知っ
ても ら う と と も に、 安全利用に関心を
持っ ても ら う こ と ができ まし た。

※BMXデモン スト レ ーショ ン においては、
自転車が跳ぶ下に並んでも ら う と いう
形で先生たち にご 協力いただき まし た。

○自転車シミ ュ レ ータ 安全教室

○BMXデモン スト レ ーショ ン
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GRAND CYCLE TOKYO（ レ イ ン ボーラ イ ド ・ マルチスポーツ ） の効果測定を 実施する にあたり 、
以下のアン ケート 調査を 実施し まし た。

• 調査名： GRAND CYCLE TOKYO（ レ イ ン ボーラ イ ド ・ マルチスポーツ ） に関する アンケート
• 調査方法： イ ンタ ーネッ ト 調査
• 調査期間： 2022年11月24日（ 木） ～2022年12月4日（ 日）
• 調査対象： GRAND CYCLE TOKYO レ イ ンボーラ イ ド の参加者
• 設問数： 26問
• 回収回答数/ 対象者数（ 回収率） ： 743件/ 2, 038人（ 36. 5%）
• 主な調査内容： 自転車に対する魅力 /  開催地への来訪意向 /  イ ベント への満足度や次回参加意向

ほか

調査①： レ イ ン ボーラ イ ド 参加者に対する アンケート 調査

• 調査名： GRAND CYCLE TOKYO（ レ イ ン ボーラ イ ド ・ マルチスポーツ） に関するアン ケート
• 調査方法： イ ン タ ーネッ ト 調査
• 調査期間： 2022年11月24日( 火) ～2022年12月4日( 日）
• 調査対象： GRAND CYCLE TOKYO（ レ イ ン ボーラ イ ド ・ マルチスポーツ） のボラ ンテ ィ ア参加者
• 設問数： 24問
• 回収回答数/ 対象者数（ 回収率） ： 394件/ 480人（ 82. 0%）
• 主な調査内容： ボラ ンテ ィ ア参加理由 / ボラ ン ティ ア参加への満足度や次回参加意向 /  イ ベント へ

の次回参加意向 ほか

調査②： ボラ ン テ ィ ア参加者に対する アン ケート 調査

【 参考】 アン ケート 調査概要

• 調査名： 自転車・ スポーツ体験イ ベント に関する アン ケート
• 調査方法： イ ンタ ーネッ ト 調査
• 調査期間： 2022年11月22日( 火) ～2022年11月23日( 水)
• 調査対象： 調査会社モニタ ー会員（ 東京都、 神奈川県、 千葉県、 埼玉県在住の20代～50代男女）
• 設問数： 18問
• 回収回答数： 1, 240件
• 主な調査内容： 自転車・ スポーツの習慣 /  イ ベン ト の認知度や参加・ 来場意向 ほか

調査③： 調査会社モニタ ーに対する アン ケート 調査

※上記に加えマルチスポーツ参加者、 安全講習参加者、 協力団体に対するアンケート 調査も 実施し たも のの、 雨天のため有効回答数を
獲得できていないため、 本効果測定においては調査結果を活用し ていません。

7
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CONFIDENTIAL TOKYO SPORTS LEGACY

1

１．活用の目的
「環境にやさしく健康にも良い自転車をさらに身近なものに」というGCTの趣旨に賛同する民間自転車イベント
へ、GCTのロゴや冠称の使用を認めることで、GCTの認知度向上や、民間自転車イベントと連携したGCTの
目的達成の推進を図る。
※都による「後援」の取得や都との「共催」を前提に、ロゴや冠称の使用を承認

２．適用事業（イベント）の予定
▶GRAND CYCLE TOKYO 丸の内クリテリウム︓2/18（土）丸の内 行幸通り 特設周回コース ※都後援
▶Minato Cycle Festival（含パラサイクリング・タイムトライアルUCI国際大会）︓3/19（日）新虎通り ※都共催

GRAND CYCLE TOKYO（GCT）のロゴ・冠称の活用について

冠称使用の例

ロゴ使用の例
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